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【表紙】
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【会社名】 日本証券金融株式会社 

【英訳名】 JAPAN SECURITIES FINANCE CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長 増渕 稔 

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 

【電話番号】 03（3666）3184 

【事務連絡者氏名】 総務部長  前田 和宏 

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 

【電話番号】 03（3666）3184 

【事務連絡者氏名】 総務部長  前田 和宏 

【縦覧に供する場所】 日本証券金融株式会社 札幌支店 

（札幌市中央区南一条西四丁目５番地） 

日本証券金融株式会社 福岡支店 

（福岡市中央区天神二丁目14番２号） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

  （注） 札幌および福岡の２支店は、金融商品取引法の規定による備付場

所ではありませんが、投資者の便宜のため、縦覧に供する場所と

しております。 
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 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 自己資本比率は、以下の算式により算出しております。 

 （※預り担保有価証券および借入有価証券等を除く。） 

３ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。  

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第99期

第２四半期連結
累計期間 

第100期
第２四半期連結

累計期間 

第99期
第２四半期連結

会計期間 

第100期 
第２四半期連結 

会計期間 
第99期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年
７月１日 

至平成20年 
９月30日 

自平成21年 
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

営業収益（百万円）  23,282  15,749  12,301  7,453  44,299

経常利益又は経常損失（△） 

（百万円） 
 △1,453  3,512  △3,142  1,339  △5,479

四半期（当期）純利益又は四半期

（当期）純損失（△）（百万円） 
 △2,391  2,238  △3,485  1,205  △7,503

純資産額（百万円） － －  111,375  111,551  107,232

総資産額（百万円） － －  4,897,246  5,339,446  5,293,277

１株当たり純資産額（円） － －  1,203.03  1,205.17  1,158.32

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期（当

期）純損失金額（△）（円） 

 △25.37  24.17  △37.51  13.02  △80.33

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  2.61  2.36  2.27

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 6,460  10,253 － －  6,179

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △352  △256 － －  △739

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △6,176  △933 － －  △7,111

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  4,559  12,019  2,957

従業員数（人） － －  280  275  280

自己資本比率 ＝ 
自己資本 

× 100（％） 
負債（※）・純資産合計
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また主要な関係会社に異動はありません。 

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

(1) 連結会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数（当社連結会社から連結会社外への出向者を除く）であり、執行役員を含んでおりませ

ん。また、臨時従業員数は［ ］内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しています。なお、臨

時従業員には派遣社員及びパートタイマーを含んでいます。 

(2) 提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除く）であり、執行役員を含んでおりません。また、臨時従

業員数は［ ］内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しています。なお、臨時従業員には派遣社員

及びパートタイマーを含んでいます。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年９月30日現在

従業員数（人） ２７５  ［４］ 

  平成21年９月30日現在

従業員数（人） ２２２  ［３］ 
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  当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

   

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

(1) 業績 

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 同年９月30日）における株式市場についてみますと、期

初928ポイントで始まった東証株価指数（TOPIX）は、米国景気の底入れ期待の後退や国内政局の不透明感が嫌気さ

れ、７月中旬には852ポイントまで下落しましたが、その後は国内景気や企業業績の回復期待が高まったことやア

ジア株式市場の上昇を受けて堅調に推移し、８月下旬には当第２四半期連結会計期間最高となる975ポイントまで

上昇しました。９月に入ってからは円高の進行などからやや下落し、9月末は909ポイントで取引を終えました。 

この間、東京市場における制度信用取引買い残高は、１兆１千億円台から１兆２千億円台での推移となり、一

方、同売り残高も概ね６千億円台で推移しました。 

このような環境下にあって、当第２四半期連結会計期間の貸付金総残高（期中平均）は6,132億円となりました

が、前年同期比で見ますと3,063億円の減少となりました。 

当第２四半期連結会計期間の連結営業収益は、貸借取引貸付金利息および債券貸借取引における借入有価証券代

り金利息が減収となったことから、7,453百万円（前年同期比39.4％減）となりました。一方、同営業費用は、資

金調達に伴う支払利息が大幅に減少したことに加え、子会社である日証金信託銀行株式会社における有価証券評価

損の計上が剥落したことなどから3,992百万円（同69.0％減）となりました。また一般管理費は、信用コストの減

少から2,054百万円（同22.4％減）となりました。 

この結果、当第２四半期連結会計期間の連結営業利益は1,406百万円、同経常利益は持分法による投資損失（営

業外費用）89百万円を計上したことなどから1,339百万円となり、同四半期純利益は貸倒引当金戻入額（特別利

益）365百万円を計上したことなどから1,205百万円となりました。 

次に各業務別の営業概況をご報告いたします。 

貸借取引業務においては、貸借取引貸付金が期中平均で3,519億円と前年同期比587億円減少したほか、貸付金利

を引き下げたこともあり貸付金利息は減収となりました。一方、貸借取引貸付有価証券は期中平均で4,000億円と

同11億円減少し、貸株料は概ね前年同期並みの水準となったものの、品貸料が半減したことから有価証券貸付料は

大幅な減収となりました。この結果、当業務の営業収益は3,660百万円（同32.3％減）となりました。 

公社債貸付・一般貸付業務においては、金融商品取引業者向けの一般信用ファイナンスの残高が増加したものの

個人・一般事業会社向け貸付が低調であったことから前年同期の残高水準を下回り、公社債貸付・一般貸付の期中

平均残高は471億円となりましたが、昨年度後半から行っている現金担保付株券等貸借取引が寄与し、当業務の営

業収益は317百万円（同1.0％増）となりました。 

有価証券貸付業務においては、債券営業部門において政策金利の引き下げに伴う取引レートの低下により借入有

価証券代り金利息が減収となり、また一般貸株部門においても受渡遅延回避目的での借株需要が減少したことか

ら、当業務の営業収益は364百万円（同71.9％減）となりました 

信託銀行業務においては、政府向け貸出が減少したことにより、信託銀行貸付金の期中平均残高は1,986億円と

同2,457億円の減少となり、当業務の営業収益は1,758百万円（同33.9％減）となりました。 

その他の収益は、保有国債の利息収入が減少したことなどから、1,096百万円（同53.4％減）となりました。 

在外子会社がないため所在地別業績はありません。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期末における現金および現金同等物は12,019百万円（前年同期比7,460百万円増）となりました。 

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による収入等により、9,210百万円の流入超（前年同期間7,677百万円

の流出超）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

有形固定資産の取得による支出等により、76百万円の流出超（前年同期間224百万円の流出超）となりました。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

自己株式の取得による支出等により、1百万円の流出超（前年同期間884百万円の流出超）となりました。 

  

(3) 当社グループ貸付金の状況 

  

    
前年同期間

（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

    金額（百万円） 金額（百万円）

貸借取引貸付金 

前四半期末残高  527,439  418,865

貸出高  2,217,264  1,974,262

回収高  2,298,291  2,008,400

当四半期末残高  446,412  384,728

公社債及び一般貸

付金 

前四半期末残高  66,491  50,351

貸出高  70,616  91,822

回収高  85,334  94,787

当四半期末残高  51,773  47,385

信託銀行貸付金 

前四半期末残高  505,415  226,128

貸出高  254,916  49,187

回収高  325,654  82,388

当四半期末残高  434,677  192,927

買現先勘定 

前四半期末残高  －  －

貸出高  －  90,396

回収高  －  90,396

当四半期末残高  －  －

その他の貸付金 

前四半期末残高  7,500  14,500

貸出高  7,500  31,000

回収高  7,500  31,000

当四半期末残高  7,500  14,500

合計 

前四半期末残高  1,106,846  709,845

貸出高  2,550,297  2,236,668

回収高  2,716,780  2,306,972

当四半期末残高  940,364  639,541
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(4) 当社グループ貸付有価証券の状況  

  

    
前年同期間

（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

    金額（百万円） 金額（百万円）

貸借取引貸付有価

証券 

前四半期末残高  439,910  386,279

貸出高  3,125,424  2,855,679

回収高  3,157,526  2,868,168

当四半期末残高  407,807  373,791

貸債券取引貸付有

価証券 

前四半期末残高  5,000  －

貸出高  15,000  －

回収高  15,000  －

当四半期末残高  5,000  －

一般貸株貸付有価

証券 

前四半期末残高  15,801  15,450

貸出高  146,432  104,147

回収高  155,630  117,287

当四半期末残高  6,602  2,310

合計 

前四半期末残高  460,711  401,730

貸出高  3,286,856  2,959,827

回収高  3,328,157  2,985,455

当四半期末残高  419,409  376,101
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(5) 当社グループ業務別営業収益の状況 

(6) 当社グループ貸付金の状況（平均残高） 

  

  
前年同期間

 自平成20年７月１日 
 至平成20年９月30日 

当第２四半期連結会計期間
 自平成21年７月１日 
 至平成21年９月30日 

前連結会計年度（通期）
 自平成20年４月１日 
 至平成21年３月31日 

  金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

 貸借取引業務 
百万円

 5,402

  ％

 43.9

百万円

 3,660

  ％

 49.1

百万円

 19,638

  ％

 44.3

   貸借取引貸付金利息  1,207  9.8  908  12.2  3,899  8.8

   借入有価証券代り金利息  439  3.6  495  6.6  1,992  4.5

   有価証券貸付料  3,606  29.3  2,019  27.1  13,278  30.0

 公社債貸付・一般貸付業務  314  2.6  317  4.3  1,275  2.9

 有価証券貸付業務  1,296  10.5  364  4.9  4,848  10.9

   株 券  132  1.1  80  1.1  462  1.0

   債 券  1,163  9.4  284  3.8  4,386  9.9

 信託銀行業務  2,661  21.7  1,758  23.6  8,780  19.8

   貸付金利息  913  7.4  324  4.3  3,348  7.6

   信託報酬  51  0.4  58  0.8  209  0.5

 不動産賃貸業務  274  2.2  255  3.4  1,091  2.5

 そ の 他  2,351  19.1  1,096  14.7  8,664  19.6

 合  計  12,301  100.0  7,453  100.0  44,299  100.0

  
前年同期間

 自平成20年７月１日 
 至平成20年９月30日 

当第２四半期連結会計期間
自平成21年７月１日 
至平成21年９月30日 

前連結会計年度（通期）
自平成20年４月１日 
至平成21年３月31日 

  金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 

 貸借取引貸付金 
 億円

 4,106

  ％

 44.7

  億円

 3,519

％

 57.4

  億円

 3,363

％

 41.7

 公社債貸付金・一般貸付金 

 (うち一般信用ファイナンス) 

 

(150)

569  

     (1.6)

6.2  

   (173)

471  

 (2.8)

7.7  

   (142)

518  

 (1.8)

6.4

 買現先勘定  0  0  9  0.1  0  0.0

 信託銀行貸付金  4,444  48.3  1,986  32.4  4,108  50.9

 その他  75  0.8  145  2.4  77  1.0

 合  計  9,195  100.0  6,132  100.0  8,068  100.0

 （参考） 

 貸借取引貸付有価証券 
 4,012  4,000   3,961  
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(7) 貸付金利等の推移 

貸借取引金利・貸株料の推移 

（注）平成10年12月以前の貸借取引融資金利および貸株等代り金金利は、弁済期限が６ヶ月の金利を記載しております。

(8) 対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(9) 研究開発活動 

 該当事項はありません。 

  

年月日（約定日） 貸借取引融資金利 貸株等代り金金利 貸株料 

平成７年10月11日  0.95％  0.00％  ― 

平成10年１月20日  1.25％（＋0.30％）  0.00％  ― 

平成10年６月23日  1.00％（△0.25％）  0.00％  ― 

平成11年３月９日  0.70％（△0.30％）  0.00％  ― 

平成12年10月２日  0.85％（＋0.15％）  0.00％  ― 

平成13年１月４日  1.01％（＋0.16％）  0.00％  ― 

平成13年３月５日  0.88％（△0.13％）  0.00％  ― 

平成13年４月２日  0.75％（△0.13％）  0.00％  ― 

平成13年５月１日  0.60％（△0.15％）  0.00％  ― 

平成14年５月７日  0.60％  0.00％  0.40％ 

平成18年７月27日  0.74％（＋0.14％）  0.00％  0.40％ 

平成18年９月22日  0.86％（＋0.12％）  0.00％  0.40％ 

平成19年３月15日  1.02％（＋0.16％）  0.00％  0.40％ 

平成19年４月５日  1.11％（＋0.09％）  0.00％  0.40％ 

平成21年１月29日  0.97％（△0.14％）  0.00％  0.40％ 

平成21年９月30日現在  0.97％  0.00％  0.40％ 
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(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。 

  

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。 

該当事項はありません。  

  

  

第３【設備の状況】

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  200,000,000

計  200,000,000

種類 
第２四半期会計期間
末現在発行数（株） 

（平成21年９月30日） 

提出日現在
発行数（株） 

（平成21年11月12日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  93,700,000  93,700,000
東京証券取引所 

（市場第一部） 

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式 

単元株式数 100株  

計  93,700,000  93,700,000 ― ― 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年  月  日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金増減額
  

（百万円） 

資本金残高
  

（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

 平成21年７月１日～ 

 平成21年９月30日  
 －  93,700  －  10,000  －  5,181
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 （注）１ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

    ２ 日本証券代行株式会社が所有している株式については、会社法施行規則第67条第１項の規定により議決権の

      行使が制限されています。 

    ３ スカゲン・エーエスより平成20年４月30日付で大量保有報告書の写しの送付があり、以下のとおり株式を保

      有している旨報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末時点における実質所有株式数の

      確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

（５）【大株主の状況】

  平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有 
株式数 

（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１－８－１１  10,591  11.30

NORTHERN TRUST GLOBAL SERVICES LTD RE 

NORWEGIAN CLIENTS ACCOUNT 

50 BANK STREET, CANARY WHARF, 

LONDON, E14 5NT  5,567  5.94

（常任代理人 香港上海銀行東京支店） （東京都中央区日本橋３－１１－１） 

株式会社みずほコーポレート銀行  東京都千代田区丸の内１－３－３   4,374  4.66

株式会社みずほ銀行  東京都千代田区内幸町１－１－５   4,193  4.47

財団法人資本市場振興財団  東京都中央区日本橋茅場町１－２－４  3,531  3.76

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 東京都港区浜松町２－１１－３   3,034  3.23

JP MORGAN CHASE BANK 380055 
270 PARK AVENUE, NEW YORK, NY 

10017, UNITED STATES OF AMERICA 
 1,687  1.80

（常任代理人 株式会社みずほコーポレート

銀行決済営業部） 
（東京都中央区月島４－１６－１３） 

資産管理サービス信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１－８－１２ 晴海

アイランドトリトンスクエアオフィス

タワーＺ棟 

 1,670  1.78

日本証券代行株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－４  1,460  1.55

J.P. MORGAN CLEARING CORP-SEC 
ONE METROTECH CENTER NORTH, 

BROOKLYN, NY 11201  1,458  1.55

（常任代理人 シティバンク銀行株式会社） （東京都品川区東品川２－３－１４） 

計 －  37,569  40.09

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 10,591千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 3,034千株

資産管理サービス信託銀行株式会社 1,670千株

 氏名又は名称 住所 
所有株式数

（千株） 

発行済株式総

数に対する所

有株式数の割

合（％）  

スカゲン・エーエス 
ノルウェー王国、スタヴァンゲル4006、 

スカゲン３ 
  5,026 5.36 

計 －   5,026 5.36 
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①【発行済株式】 

 （注）「単元未満株式」欄の普通株式に含まれている自己株式及び相互保有株式は次のとおりであります。 

自己株式                10株 

相互保有株式              

  日本証券代行株式会社         25株 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式     648,100 
－ 単元株式数 100株 

（相互保有株式） 

普通株式    1,460,600 
－ 同上 

完全議決権株式（その他） 普通株式   91,500,000  915,000 同上 

単元未満株式 普通株式       91,300 － － 

発行済株式総数  93,700,000 － － 

総株主の議決権 －  915,000 － 

  平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 

日本証券金融株式会社 

東京都中央区日本橋 

茅場町１－２－10 
 648,100 －  648,100  0.69

（相互保有株式）  

日本証券代行株式会社  

東京都中央区日本橋 

茅場町１－２－４ 
 1,460,600 －  1,460,600  1.55

計 －  2,108,700 －  2,108,700  2.25

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  608  702  867  829  835  776

最低（円）  460  541  647  602  756  663

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期

間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期

連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日

から平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四

半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、東陽監査

法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期 
連結会計期間末 

(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,019 2,957

コールローン 2,000 7,000

有価証券 ※2  2,160,302 ※2  2,697,282

短期貸付金 ※2,※3  639,541 ※2,※3  503,070

貸付有価証券 376,101 460,437

保管有価証券 ※2  30,594 ※2  23,000

寄託有価証券 ※2  214,573 ※2  94,262

繰延税金資産 616 536

借入有価証券代り金 ※2  1,414,694 ※2  1,042,222

その他 ※2  2,311 ※2  33,382

貸倒引当金 △2,805 △2,820

流動資産合計 4,849,949 4,861,332

固定資産   

有形固定資産 ※1  6,908 ※1  6,965

無形固定資産 1,384 1,611

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  480,126 ※2  422,115

繰延税金資産 － 107

その他 1,872 1,928

貸倒引当金 △795 △782

投資その他の資産合計 481,203 423,367

固定資産合計 489,496 431,945

資産合計 5,339,446 5,293,277

負債の部   

流動負債   

コールマネー 1,396,400 1,387,800

短期借入金 1,538,210 1,673,810

1年内返済予定の長期借入金 2,500 2,500

コマーシャル・ペーパー 17,500 15,000

売現先勘定 698,230 637,881

未払法人税等 1,244 103

賞与引当金 410 432

役員賞与引当金 － 28

貸付有価証券代り金 767,994 791,540

預り担保有価証券 384,728 244,306

借入有価証券 ※4  234,436 ※4  332,259

貸付有価証券見返 2,104 1,133

その他 130,071 46,682

流動負債合計 5,173,830 5,133,479

2009/11/13 21:52:3809590796_第２四半期報告書_20091113215207



（単位：百万円）

当第２四半期 
連結会計期間末 

(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

固定負債   

長期借入金 48,500 48,500

繰延税金負債 2,247 505

再評価に係る繰延税金負債 98 98

退職給付引当金 2,293 2,307

役員退職慰労引当金 103 277

その他 820 876

固定負債合計 54,064 52,565

負債合計 5,227,894 5,186,044

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,000 10,000

資本剰余金 5,181 5,181

利益剰余金 93,963 92,471

自己株式 △662 △648

株主資本合計 108,482 107,004

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,925 84

土地再評価差額金 143 143

評価・換算差額等合計 3,068 228

純資産合計 111,551 107,232

負債純資産合計 5,339,446 5,293,277
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業収益   

貸付金利息 5,021 2,875

借入有価証券代り金利息 3,051 1,864

有価証券貸付料 6,560 4,585

その他 8,649 6,423

営業収益合計 23,282 15,749

営業費用   

支払利息 9,473 2,868

有価証券借入料 5,351 3,665

その他 5,437 1,374

営業費用合計 20,262 7,909

営業総利益 3,020 7,840

一般管理費 ※  4,771 ※  4,049

営業利益又は営業損失（△） △1,751 3,790

営業外収益   

受取配当金 147 102

持分法による投資利益 103 －

その他 62 51

営業外収益合計 313 153

営業外費用   

持分法による投資損失 － 425

自己株式取得費用 9 －

投資事業組合運用損 5 5

その他 0 0

営業外費用合計 16 431

経常利益又は経常損失（△） △1,453 3,512

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 1

固定資産売却益 0 －

役員退職慰労引当金戻入額 26 －

特別利益合計 26 1

特別損失   

固定資産除却損 25 5

投資有価証券評価損 3 －

特別損失合計 29 5

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,455 3,507

法人税、住民税及び事業税 1,011 1,200

法人税等調整額 △75 69

法人税等合計 935 1,269

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,391 2,238
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年９月30日) 

営業収益   

貸付金利息 2,452 1,491

借入有価証券代り金利息 1,565 815

有価証券貸付料 3,809 2,142

その他 4,474 3,003

営業収益合計 12,301 7,453

営業費用   

支払利息 4,675 1,209

有価証券借入料 3,259 1,706

その他 4,935 1,076

営業費用合計 12,869 3,992

営業総利益又は営業総損失（△） △567 3,460

一般管理費 ※  2,648 ※  2,054

営業利益又は営業損失（△） △3,216 1,406

営業外収益   

受取配当金 5 1

持分法による投資利益 41 －

受取賃貸料 － 12

その他 36 14

営業外収益合計 83 28

営業外費用   

持分法による投資損失 － 89

自己株式取得費用 3 －

投資事業組合運用損 5 5

その他 0 0

営業外費用合計 9 94

経常利益又は経常損失（△） △3,142 1,339

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 365

固定資産売却益 0 －

特別利益合計 0 365

特別損失   

固定資産除却損 18 5

投資有価証券評価損 3 －

特別損失合計 22 5

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△3,164 1,699

法人税、住民税及び事業税 690 643

法人税等調整額 △369 △149

法人税等合計 320 493

四半期純利益又は四半期純損失（△） △3,485 1,205
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△1,455 3,507

減価償却費 764 529

固定資産除売却損益（△は益） 25 5

有価証券関係損益（△） 3,694 △600

貸倒引当金の増減額（△は減少） 503 △1

賞与引当金の増減額（△は減少） 7 △22

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △32 △28

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3 △13

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △221 △173

受取利息及び受取配当金 △14,927 △9,387

支払利息 9,698 2,869

持分法による投資損益（△は益） △103 425

短期貸付金の純増（△）減 191,021 △136,470

コールローン等の純増（△）減 － 5,000

借入有価証券代り金の増減額（△は増加） △440,571 △372,471

コールマネー等の純増減（△） 26,700 8,600

短期借入金の純増減（△） △4,700 △135,600

売現先勘定の純増減（△） 276,868 60,348

コマーシャル・ペーパーの純増減（△） △68,000 2,500

貸付有価証券代り金の増減額（△は減少） △381,757 △23,546

貸借取引担保金の純増減（△） △977 △2,386

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △4,422,329 △3,934,806

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による
収入

4,828,846 4,534,787

その他 △78 521

小計 2,976 3,587

利息及び配当金の受取額 14,827 9,882

利息の支払額 △9,975 △3,336

法人税等の支払額 △1,471 △74

法人税等の還付額 103 194

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,460 10,253

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △11 △14

有形固定資産の取得による支出 △68 △141

有形固定資産の売却による収入 15 －

無形固定資産の取得による支出 △188 △101

その他 △99 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △352 △256

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △4,883 △0

配当金の支払額 △1,291 △930

その他 △1 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,176 △933

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △69 9,062

現金及び現金同等物の期首残高 4,628 2,957

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  4,559 ※  12,019
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
  
  

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

 持分法の適用に関す

る事項の変更 

  

 持分法適用関連会社 

 (1) 持分法適用関連会社の変更 

持分法適用関連会社である株式会社JBISホールディングスにつきましては、第１四半

期連結会計期間より、株式会社JBISホールディングスの連結財務諸表を対象に持分法を

適用する取り扱いとしております。これに伴い、持分法非適用関連会社であったジェイ

エスフィット株式会社を持分法適用の関連会社に含めております。この結果、当社の持

分法適用関連会社は株式会社JBISホールディングスとジェイエスフィット株式会社とな

ります。 

 (2) 変更後の持分法適用関連会社の数 

  ２社 

【表示方法の変更】

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

（四半期損益計算書関係）  

前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「受取賃貸料」は、営業外収益総額の

100分の20を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することといたしました。なお、前第２四半期連

結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取賃貸料」は13百万円であります。 

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

（変動利付国債の評価について） 

当社及び一部の連結子会社が保有する変動利付国債の評価については、「金融資産の時価の算定に関する実務上の

取扱い」（実務対応報告第25号（平成20年10月28日 企業会計基準委員会））に基づき、情報ベンダーから入手した

価格を合理的に算定された価額として適用しております。これは実際の売買事例が極めて少ない等の理由から市場価

格が公正な評価額を示していないと考えられるためであります。 

なお、情報ベンダーの採用している理論値モデルは、フォワードレート・プライシング・モデルであり、国債スポ

ットレート及びスワップション・ボラティリティを価格決定変数としております。 

（退職給付引当金） 

当社は、従来、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けておりましたが、平成21年8月1日に退職給付制度の改

定を行い、適格退職年金制度について、規約型確定給付企業年金制度へ移行いたしました。この移行に伴う会計処理

については「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第1号）を適用しております。 

なお、これに伴う損益への影響は軽微であります。   

（役員退職慰労引当金） 

連結子会社１社につきましては、平成21年６月29日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度を廃止し、

廃止時までの在任期間に相当する退職慰労金を退任時に支給する旨決議いたしました。この結果、当社及び連結子会

社はすべて役員退職慰労金制度を廃止いたしました。なお、制度廃止日に在任し、かつ、当四半期連結会計期間末に

在任している役員に対する支給見込み額を役員退職慰労引当金に計上しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、6,005百万円で

あります。 

 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、5,836百万円で

あります。 

 ※２ 担保資産 

 担保に供されている資産で、事業の運営において重

要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べ

て著しい変動が認められるものは、次のとおりであり

ます。 

 ※２ 担保資産 

  

有価証券 2,019,664百万円

 短期貸付金 97,077百万円

 保管有価証券 30,000百万円

 寄託有価証券 173,809百万円

 借入有価証券代り金 202,340百万円

 投資有価証券 378,055百万円

 貸借取引担保金代用有価証券等 352,916百万円

有価証券 2,649,402百万円

 短期貸付金 80,000百万円

 保管有価証券 23,000百万円

 寄託有価証券 65,352百万円

 借入有価証券代り金 307,433百万円

 投資有価証券 359,389百万円

 貸借取引担保金代用有価証券等 287,577百万円

 は次の債務の担保に供しております。  は次の債務の担保に供しております。 

コールマネー 1,259,300百万円

 短期借入金 909,700百万円

 売現先勘定 536,381百万円

 借入有価証券 202,340百万円

 長期借入金 10,000百万円

コールマネー 1,202,900百万円

 短期借入金 1,103,300百万円

 売現先勘定 451,259百万円

 借入有価証券 307,433百万円

 長期借入金 10,000百万円

このほか、日本証券クリアリング機構及び日本国債

清算機関の清算基金等の担保として流動資産（その

他）500百万円及び投資有価証券9,959百万円を差し入

れております。 

このほか、日本証券クリアリング機構及び日本国債

清算機関の清算基金等の担保として流動資産（その

他）500百万円及び投資有価証券9,819百万円を差し入

れております。 

 ※３ 当社及び連結子会社日証金信託銀行㈱における金融

商品取引業者向け極度貸付、顧客向け極度貸付及び当

座貸越契約に係る貸出未実行残高は次のとおりであり

ます。 

 ※３ 当社及び連結子会社日証金信託銀行㈱における金融

商品取引業者向け極度貸付、顧客向け極度貸付及び当

座貸越契約に係る貸出未実行残高は次のとおりであり

ます。 

極度額総額 562,582百万円

 貸付実行残高 33,600百万円

 差引額 528,981百万円

極度額総額 584,936百万円

 貸付実行残高 35,965百万円

 差引額 548,970百万円

 なお、この契約は、融資限度額まで融資実行されず

に終了するものを含んでいるため、融資未実行残高そ

のものが必ずしも将来のキャッシュ・フローに影響を

与えるものではありません。 

同左 

 ※４ 現金担保付債券貸借取引及び消費貸借契約等により

受け入れている有価証券についての当第２四半期連結

会計期間末時価は、貸付に供している有価証券が

534,369百万円、担保に差し入れている有価証券が

861,921百万円、手許に所有している有価証券が

61,713百万円であります。 

 ※４ 現金担保付債券貸借取引及び消費貸借契約等により

受け入れている有価証券についての当連結会計年度末

時価は、貸付に供している有価証券が584,778百万

円、担保に差し入れている有価証券が428,974百万

円、手許に所有している有価証券が50,204百万円であ

ります。 
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

 ※ 一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおり

であります。 

 ※ 一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおり

であります。 

報酬給与等 1,309百万円 

 退職給付費用 183百万円 

 賞与引当金繰入 437百万円 

 事務計算費 571百万円 

 減価償却費 764百万円 

 貸倒引当金繰入 503百万円 

報酬給与等 1,313百万円 

 退職給付費用 231百万円 

 賞与引当金繰入 410百万円 

 事務計算費 666百万円 

 減価償却費 529百万円 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

 ※ 一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおり

であります。 

 ※ 一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおり

であります。 

報酬給与等 646百万円 

 退職給付費用 91百万円 

 賞与引当金繰入 223百万円 

 事務計算費 290百万円 

 減価償却費 385百万円 

 貸倒引当金繰入 453百万円 

報酬給与等 662百万円 

 退職給付費用 116百万円 

 賞与引当金繰入 205百万円 

 事務計算費 335百万円 

 減価償却費 229百万円 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末残

高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係（平成20年９月30日現在） 

※ 現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末残

高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係（平成21年９月30日現在） 

  

現金及び預金勘定 4,559百万円

 現金及び現金同等物 4,559百万円

現金及び預金勘定 12,019百万円

 現金及び現金同等物 12,019百万円
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当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式  93,700千株 

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式   1,139千株 

３．新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 (2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

  

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の
総額 

１株当た
り配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日

定時株主総会 
普通株式 930百万円  10円 平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金

（決議） 株式の種類 
配当金の
総額 

１株当た
り配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年11月９日

取締役会 
普通株式 651百万円 ７円 平成21年９月30日 平成21年12月４日 利益剰余金
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前第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 当社グループの事業区分は、証券金融業の単一セグメントであるため、事業の種類別セグメント情報の記

載を省略しております。 

  

前第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 存外子会社がないため該当事項はありません。 

  

前第２四半期連結会計期間（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

 当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日） 

 その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度

の末日に比べて著しい変動が認められます。 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

（有価証券関係）

  取得原価 四半期連結貸借対照表計上額 差額 

 (1) 株式 1,556百万円 2,551百万円 994百万円 

 (2) 債券 2,545,922 〃 2,552,502 〃 6,579 〃 

 ①国債・地方債等 2,316,936 〃 2,323,324 〃 6,387 〃 

 ②社債 228,986 〃 229,178 〃 192 〃 

 ③その他 － 〃 － 〃 － 〃 

 (3) その他 3,504 〃 3,502 〃 △1 〃 

 計 2,550,983 〃 2,558,556 〃 7,572 〃 
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 ２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま
す。 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 ２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりでありま
す。 

該当事項はありません。 

  

 平成21年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

１．中間配当による配当金の総額 …………………………… 651百万円 

２．１株当たりの金額 …………………………………………  ７円00銭 

３．支払請求の効力発生日及び支払開始日 ………………… 平成21年12月４日 

（注）平成21年９月30日現在の株主名簿に記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払いを行います。 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額       円 銭1,205 17   １株当たり純資産額  円 銭1,158 32   

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額     円 銭25 37   １株当たり四半期純利益金額  円 銭24 17   

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 
（百万円） 

 △2,391  2,238

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）（百万円） 

 △2,391  2,238

普通株式の期中平均株式数（千株）  94,229  92,561

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額 円 銭37 51   １株当たり四半期純利益金額 円 銭13 02   

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 
（百万円） 

 △3,485  1,205

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）（百万円） 

 △3,485  1,205

普通株式の期中平均株式数（千株）  92,916  92,561

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成20年11月６日

日本証券金融株式会社 

取締役会 御中 

東陽監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 勝野 成紀  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 小林 伸行  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 南泉 充秀  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本証券金融株

式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本証券金融株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月６日

日本証券金融株式会社 

取締役会 御中 

東陽監査法人 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 勝野 成紀  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 小林 伸行  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 南泉 充秀  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本証券金融株

式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本証券金融株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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